




熱海市公共施設⽩書２０１４　施設別データ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。）

㎡ 千円

㎡

３　管理運営データ

人 人 人

施設外観

5 階

24年度 25年度

無

直接運営

26年度

       - 避 難 所 指 定

調査年度 平成２６年度

2,289.0 

   1,345.5

市営住宅

50,241 

敷  地  面  積

S45

施  設  名 宮⻄市営住宅1号棟

大分類 市営住宅施設 小分類 100101施設番号

日

       -

36524 

管理形態

熱海中学校

総 取 得 費

うち借家面積

金額（円）

391,377              

所管部課 まちづくり課

所   在   地 西山町3番2号

26 24 
利用状況（※１）

うち借地面積（中学校地区）

 1号棟

修繕料

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

収
　
　
入

利用料等

年間開館日数

国　費 -                       

階 数

　Ｈ26決算ベース

ファシリティ
コスト
　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

573,991 

県　費

-                       

維持管理委託料　

市費（一般財源）

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

-                       

- 

火災保険料 23,053                

3,695 

-                       敷地借上料

小　計 570,296            

工事請負費合　計

-                       

-                       

71,000                

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

人件費（賃金含）

84,866                

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

573,991              

支
　
　
　
出

指定管理料

その他維持費

- 

利用者一人あたり

その他 -                       

小　計

- 

光熱水費

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 3,695 

コスト計算
（※２）

特 記 事 項 旧耐震基準であり、東海地震に対する耐震性能が劣る建物。

合　計（①＋②） 573,991 

円/人 14.79            

燃料費

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 - 

23,269.91        

①施設維持コスト
　施設を維持管理
　するために要す
　る経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　施設を運営する
　ために要する経
　費

426.60       円/人 円/㎡

　

(ａ) 円 (b) 円

※１

※３

※４

※５

※６

※７ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成26年4月1日現在38,808人）

Ⅳ.㎡あたりの
利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

施設維持コスト
423.85 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- 

1.83 

％

円/㎡

Ⅰ.老朽化状況 93.62%

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示
　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

0.4

４　データ分析

ＩＳ値等･･･

レーダーチャート

無耐震性能･･･

人/100㎡

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

今後40年間で要する修繕・建設・解体コスト：現在から今後40年使用した場合に必要となる施設の修繕と解体、建設費用の概算額。

Ⅲ.バリアフリー

※２

　主な建物に対するバリアフリーのための整備状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していな
　い場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

Ⅱ.耐震性能
　主な建物に対する耐震安全性を示す指標
　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、ＩＳ値・新耐震基準を表示（※３）

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等
は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成26年4月1日現在の38,808人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

348.04 13,506,925.00 

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

円/人

㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、㎡あたりの施設維持コストは安い（Ⅵ）。
総　合　評　価

Ⅵ.㎡あたりの

今後40年間で要する修繕・解体・建設コスト(※５)

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(b)（※７）

(b)の年平均：(b)÷40年。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が
確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積１00㎡あたりの年間利用者数を示す指標（人）
　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。利用者数が不
　明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1。（従たる施設の場合室面積）

　延床面積１㎡あたりの施設維持にかかるコストを示す指標
　①施設維持コスト小計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている
　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能に問題がある(Ⅱ)。バリアフリーは非対応（Ⅲ）

(a)の年平均（※６）

540,277,000 

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.㎡あたりの利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.㎡あたりの施設維持コ

スト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 3割未満（残存年数多）

２. 3割以上7割未満
１. 7割以上（残存年数少）

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況
３. 対応済 ２. 一部対応 １. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位
１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位
１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位
１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅵ：相対評価

同一小分類の施設間で比較
※評価できない場合は0

※評価できない場合は0

静岡県耐震診断判定基準における「東海地震

に対する耐震性能」を基に評価する。

３. 耐震性能が優れている、または良い建物

２. 耐震性能がやや劣る建物（旧耐震基準の

建物でＩＳ値0.６以上のもの）（※４）
１. 耐震性能が劣る建物（旧耐震基準の建物

でＩＳ値0.6未満、耐震対策が必要、また
は耐震診断未実施のもの）
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熱海市公共施設⽩書２０１４　施設別データ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。）

㎡ 千円

㎡

３　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 円/㎡

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 - 

22,888.86        

①施設維持コスト
　施設を維持管理
　するために要す
　る経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　施設を運営する
　ために要する経
　費

545.38       

燃料費

コスト計算
（※２）

特 記 事 項 旧耐震基準ではあるが、東海地震に対する耐震性を有している。

合　計（①＋②） 663,777 

円/人 17.10            

小　計

- 

光熱水費

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 5,555 

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

663,777              

支
　
　
　
出

指定管理料

その他維持費

- 

利用者一人あたり

その他 -                       

工事請負費合　計

-                       

-                       

109,000              

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

人件費（賃金含）

136,987              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

-                       

- 

火災保険料 20,858                

5,555 

-                       敷地借上料

小　計 658,222            

階 数

　Ｈ26決算ベース

ファシリティ
コスト
　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

663,777 

県　費

-                       

維持管理委託料　

市費（一般財源）

（中学校地区）

 1号棟

修繕料

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

収
　
　
入

利用料等

年間開館日数

国　費 -                       

金額（円）

391,377              

所管部課 まちづくり課

所   在   地 桜木町4番4号

30 29 
利用状況（※１）

うち借地面積

日

       -

36530 

管理形態

熱海中学校

総 取 得 費

うち借家面積

施  設  名 ⼩嵐市営住宅

大分類 市営住宅施設 小分類 100112施設番号

調査年度 平成２６年度

1,020.0 

   1,217.1

市営住宅

- 

敷  地  面  積

S43

5 階

24年度 25年度

無

直接運営

26年度

       - 避 難 所 指 定

　

(ａ) 円 (b) 円

※１

※３

※４

※５

※６

※７ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成26年4月1日現在38,808人）

(b)の年平均：(b)÷40年。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が
確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積１00㎡あたりの年間利用者数を示す指標（人）
　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。利用者数が不
　明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1。（従たる施設の場合室面積）

　延床面積１㎡あたりの施設維持にかかるコストを示す指標
　①施設維持コスト小計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている
　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）

(a)の年平均（※６）

452,202,000 

㎡あたりの利用者数は多い（Ⅳ）、㎡あたりの施設維持コストは安い（Ⅵ）。
総　合　評　価

Ⅵ.㎡あたりの

今後40年間で要する修繕・解体・建設コスト(※５)

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(b)（※７）

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等
は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成26年4月1日現在の38,808人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

291.31 11,305,050.00 

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

円/人

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

今後40年間で要する修繕・建設・解体コスト：現在から今後40年使用した場合に必要となる施設の修繕と解体、建設費用の概算額。

Ⅲ.バリアフリー

※２

　主な建物に対するバリアフリーのための整備状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していな
　い場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

Ⅱ.耐震性能
　主な建物に対する耐震安全性を示す指標
　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、ＩＳ値・新耐震基準を表示（※３）

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示
　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

壁式構造

４　データ分析

ＩＳ値等･･･

レーダーチャート

有耐震性能･･･

人/100㎡

Ⅰ.老朽化状況 97.87%

円/㎡

Ⅳ.㎡あたりの
利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

施設維持コスト
540.82 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- 

2.38 

％

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.㎡あたりの利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.㎡あたりの施設維持コ

スト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 3割未満（残存年数多）

２. 3割以上7割未満
１. 7割以上（残存年数少）

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況
３. 対応済 ２. 一部対応 １. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位
１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位
１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位
１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅵ：相対評価

同一小分類の施設間で比較
※評価できない場合は0

※評価できない場合は0

静岡県耐震診断判定基準における「東海地震

に対する耐震性能」を基に評価する。

３. 耐震性能が優れている、または良い建物

２. 耐震性能がやや劣る建物（旧耐震基準の

建物でＩＳ値0.６以上のもの）（※４）
１. 耐震性能が劣る建物（旧耐震基準の建物

でＩＳ値0.6未満、耐震対策が必要、また
は耐震診断未実施のもの）

-14-























熱海市公共施設⽩書２０１４　施設別データ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。）

㎡ 千円

㎡

３　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 円/㎡

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 - 

67,480.96        

①施設維持コスト
　施設を維持管理
　するために要す
　る経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　施設を運営する
　ために要する経
　費

1,098.96     

燃料費

コスト計算
（※２）

特 記 事 項 旧耐震基準ではあるが、東海地震に対する耐震性を有している。

合　計（①＋②） 1,169,670 

円/人 30.14            

小　計

- 

光熱水費

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 58,473 

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

1,169,670            

支
　
　
　
出

指定管理料

その他維持費

- 

利用者一人あたり

その他 -                       

工事請負費合　計

-                       

-                       

448,920              

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

人件費（賃金含）

254,880              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

-                       

- 

火災保険料 16,020                

58,473 

-                       敷地借上料

小　計 1,111,197         

階 数

　Ｈ26決算ベース

ファシリティ
コスト
　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

1,169,670 

県　費

-                       

維持管理委託料　

市費（一般財源）

（中学校地区）

 2号棟

修繕料

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

収
　
　
入

利用料等

年間開館日数

国　費 -                       

金額（円）

391,377              

所管部課 まちづくり課

所   在   地 泉276番地の25

17 19 
利用状況（※１）

うち借地面積

日

       -

36518 

管理形態

泉中学校

総 取 得 費

うち借家面積

施  設  名 泉譲葉市営住宅2号棟

大分類 市営住宅施設 小分類 100122施設番号

調査年度 平成２６年度

3,295.0 

   1,064.3

市営住宅

- 

敷  地  面  積

S49

5 階

24年度 25年度

無

直接運営

26年度

       - 避 難 所 指 定

　

(ａ) 円 (b) 円

※１

※３

※４

※５

※６

※７ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成26年4月1日現在38,808人）

(b)の年平均：(b)÷40年。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が
確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積１00㎡あたりの年間利用者数を示す指標（人）
　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。利用者数が不
　明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1。（従たる施設の場合室面積）

　延床面積１㎡あたりの施設維持にかかるコストを示す指標
　①施設維持コスト小計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている
　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは非対応（Ⅲ）

(a)の年平均（※６）

427,378,000 

㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。
総　合　評　価

Ⅵ.㎡あたりの

今後40年間で要する修繕・解体・建設コスト(※５)

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(b)（※７）

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等
は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成26年4月1日現在の38,808人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

275.32 10,684,450.00 

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

円/人

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

今後40年間で要する修繕・建設・解体コスト：現在から今後40年使用した場合に必要となる施設の修繕と解体、建設費用の概算額。

Ⅲ.バリアフリー

※２

　主な建物に対するバリアフリーのための整備状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していな
　い場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

Ⅱ.耐震性能
　主な建物に対する耐震安全性を示す指標
　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、ＩＳ値・新耐震基準を表示（※３）

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示
　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

壁式構造

４　データ分析

ＩＳ値等･･･

レーダーチャート

有耐震性能･･･

人/100㎡

Ⅰ.老朽化状況 85.11%

円/㎡

Ⅳ.㎡あたりの
利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

施設維持コスト
1,044.02 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- 

1.63 

％

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.㎡あたりの利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.㎡あたりの施設維持コ

スト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 3割未満（残存年数多）

２. 3割以上7割未満
１. 7割以上（残存年数少）

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況
３. 対応済 ２. 一部対応 １. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位
１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位
１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位
１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅵ：相対評価

同一小分類の施設間で比較
※評価できない場合は0

※評価できない場合は0

静岡県耐震診断判定基準における「東海地震

に対する耐震性能」を基に評価する。

３. 耐震性能が優れている、または良い建物

２. 耐震性能がやや劣る建物（旧耐震基準の

建物でＩＳ値0.６以上のもの）（※４）
１. 耐震性能が劣る建物（旧耐震基準の建物

でＩＳ値0.6未満、耐震対策が必要、また
は耐震診断未実施のもの）
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熱海市公共施設⽩書２０１４　施設別データ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。）

㎡ 千円

㎡

３　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 円/㎡

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 - 

32,039.22        

①施設維持コスト
　施設を維持管理
　するために要す
　る経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　施設を運営する
　ために要する経
　費

766.14       

燃料費

コスト計算
（※２）

特 記 事 項 旧耐震基準ではあるが、東海地震に対する耐震性を有している。

合　計（①＋②） 897,098 

円/人 23.12            

小　計

- 

光熱水費

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 7,853 

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

897,098              

支
　
　
　
出

指定管理料

その他維持費

- 

利用者一人あたり

その他 -                       

工事請負費合　計

-                       

37,414                

30,000                

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

人件費（賃金含）

410,400              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

-                       

- 

火災保険料 20,054                

7,853 

-                       敷地借上料

小　計 889,245            

階 数

　Ｈ26決算ベース

ファシリティ
コスト
　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

897,098 

県　費

-                       

維持管理委託料　

市費（一般財源）

（中学校地区）

 1号棟

修繕料

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

収
　
　
入

利用料等

年間開館日数

国　費 -                       

金額（円）

391,377              

所管部課 まちづくり課

所   在   地 相の原町44番1号

28 30 
利用状況（※１）

うち借地面積

日

       -

36529 

管理形態

熱海中学校

総 取 得 費

うち借家面積

施  設  名 相 原市営住宅1号棟

大分類 市営住宅施設 小分類 100123施設番号

調査年度 平成２６年度

13,937.0 

   1,170.9

市営住宅

- 

敷  地  面  積

S40

5 階

24年度 25年度

無

直接運営

26年度

       - 避 難 所 指 定

　

(ａ) 円 (b) 円

※１

※３

※４

※５

※６

※７ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成26年4月1日現在38,808人）

(b)の年平均：(b)÷40年。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が
確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積１00㎡あたりの年間利用者数を示す指標（人）
　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。利用者数が不
　明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1。（従たる施設の場合室面積）

　延床面積１㎡あたりの施設維持にかかるコストを示す指標
　①施設維持コスト小計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている
　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）

(a)の年平均（※６）

97,648,000 

㎡あたりの利用者数は多い（Ⅳ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。
総　合　評　価

Ⅵ.㎡あたりの

今後40年間で要する修繕・解体・建設コスト(※５)

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(b)（※７）

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等
は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成26年4月1日現在の38,808人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

62.90 2,441,200.00 

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

円/人

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

今後40年間で要する修繕・建設・解体コスト：現在から今後40年使用した場合に必要となる施設の修繕と解体、建設費用の概算額。

Ⅲ.バリアフリー

※２

　主な建物に対するバリアフリーのための整備状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していな
　い場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

Ⅱ.耐震性能
　主な建物に対する耐震安全性を示す指標
　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、ＩＳ値・新耐震基準を表示（※３）

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示
　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

壁式構造

４　データ分析

ＩＳ値等･･･

レーダーチャート

有耐震性能･･･

人/100㎡

Ⅰ.老朽化状況 104.26%

円/㎡

Ⅳ.㎡あたりの
利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

施設維持コスト
759.43 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- 

2.39 

％

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.㎡あたりの利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.㎡あたりの施設維持コ

スト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 3割未満（残存年数多）

２. 3割以上7割未満
１. 7割以上（残存年数少）

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況
３. 対応済 ２. 一部対応 １. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位
１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位
１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位
１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅵ：相対評価

同一小分類の施設間で比較
※評価できない場合は0

※評価できない場合は0

静岡県耐震診断判定基準における「東海地震

に対する耐震性能」を基に評価する。

３. 耐震性能が優れている、または良い建物

２. 耐震性能がやや劣る建物（旧耐震基準の

建物でＩＳ値0.６以上のもの）（※４）
１. 耐震性能が劣る建物（旧耐震基準の建物

でＩＳ値0.6未満、耐震対策が必要、また
は耐震診断未実施のもの）
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熱海市公共施設⽩書２０１４　施設別データ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。）

㎡ 千円

㎡

３　管理運営データ

人 人 人

施設外観

5 階

24年度 25年度

無

直接運営

26年度

       - 避 難 所 指 定

調査年度 平成２６年度

1,040.0 

     811.4

市営住宅

- 

敷  地  面  積

S42

施  設  名 ⼤⾕市営住宅

大分類 市営住宅施設 小分類 100137施設番号

日

       -

36519 

管理形態

多賀中学校

総 取 得 費

うち借家面積

金額（円）

391,377              

所管部課 まちづくり課

所   在   地 網代504番地

18 18 
利用状況（※１）

うち借地面積（中学校地区）

 1号棟

修繕料

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

収
　
　
入

利用料等

年間開館日数

国　費 -                       

階 数

　Ｈ26決算ベース

ファシリティ
コスト
　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

625,499 

県　費

-                       

維持管理委託料　

市費（一般財源）

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

-                       

- 

火災保険料 13,900                

3,530 

-                       敷地借上料

小　計 621,969            

工事請負費合　計

-                       

-                       

71,000                

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

人件費（賃金含）

145,692              

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

625,499              

支
　
　
　
出

指定管理料

その他維持費

- 

利用者一人あたり

その他 -                       

小　計

- 

光熱水費

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 3,530 

コスト計算
（※２）

特 記 事 項 旧耐震基準ではあるが、東海地震に対する耐震性を有している。

合　計（①＋②） 625,499 

円/人 16.12            

燃料費

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 - 

34,118.13        

①施設維持コスト
　施設を維持管理
　するために要す
　る経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　施設を運営する
　ために要する経
　費

770.89       円/人 円/㎡

　

(ａ) 円 (b) 円

※１

※３

※４

※５

※６

※７ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成26年4月1日現在38,808人）

Ⅳ.㎡あたりの
利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

施設維持コスト
766.54 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- 

2.26 

％

円/㎡

Ⅰ.老朽化状況 100.00%

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示
　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

壁式構造

４　データ分析

ＩＳ値等･･･

レーダーチャート

有耐震性能･･･

人/100㎡

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

今後40年間で要する修繕・建設・解体コスト：現在から今後40年使用した場合に必要となる施設の修繕と解体、建設費用の概算額。

Ⅲ.バリアフリー

※２

　主な建物に対するバリアフリーのための整備状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していな
　い場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

Ⅱ.耐震性能
　主な建物に対する耐震安全性を示す指標
　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、ＩＳ値・新耐震基準を表示（※３）

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等
は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成26年4月1日現在の38,808人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

43.59 1,691,600.00 

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

円/人

㎡あたりの利用者数は多い（Ⅳ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。
総　合　評　価

Ⅵ.㎡あたりの

今後40年間で要する修繕・解体・建設コスト(※５)

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(b)（※７）

(b)の年平均：(b)÷40年。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が
確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積１00㎡あたりの年間利用者数を示す指標（人）
　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。利用者数が不
　明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1。（従たる施設の場合室面積）

　延床面積１㎡あたりの施設維持にかかるコストを示す指標
　①施設維持コスト小計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている
　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）

(a)の年平均（※６）

67,664,000 

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.㎡あたりの利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.㎡あたりの施設維持コ

スト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 3割未満（残存年数多）

２. 3割以上7割未満
１. 7割以上（残存年数少）

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況
３. 対応済 ２. 一部対応 １. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位
１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位
１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位
１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅵ：相対評価

同一小分類の施設間で比較
※評価できない場合は0

※評価できない場合は0

静岡県耐震診断判定基準における「東海地震

に対する耐震性能」を基に評価する。

３. 耐震性能が優れている、または良い建物

２. 耐震性能がやや劣る建物（旧耐震基準の

建物でＩＳ値0.６以上のもの）（※４）
１. 耐震性能が劣る建物（旧耐震基準の建物

でＩＳ値0.6未満、耐震対策が必要、また
は耐震診断未実施のもの）
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熱海市公共施設⽩書２０１４　施設別データ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。）

㎡ 千円

㎡

３　管理運営データ

人 人 人

施設外観

5 階

24年度 25年度

無

直接運営

26年度

       - 避 難 所 指 定

調査年度 平成２６年度

5,845.2 

   1,401.8

市営住宅

- 

敷  地  面  積

S47

施  設  名 中野市営住宅3号棟

大分類 市営住宅施設 小分類 100144施設番号

日

       -

36527 

管理形態

多賀中学校

総 取 得 費

うち借家面積

金額（円）

391,377              

所管部課 まちづくり課

所   在   地 下多賀1548番地の1

27 26 
利用状況（※１）

うち借地面積（中学校地区）

 3号棟

修繕料

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

収
　
　
入

利用料等

年間開館日数

国　費 -                       

階 数

　Ｈ26決算ベース

ファシリティ
コスト
　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

1,659,828 

県　費

-                       

維持管理委託料　

市費（一般財源）

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

-                       

- 

火災保険料 24,013                

4,625 

-                       敷地借上料

小　計 1,655,203         

工事請負費合　計

-                       

-                       

41,000                

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

人件費（賃金含）

1,198,813            

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

1,659,828            

支
　
　
　
出

指定管理料

その他維持費

- 

利用者一人あたり

その他 -                       

小　計

- 

光熱水費

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 4,625 

コスト計算
（※２）

特 記 事 項 旧耐震基準ではあるが、東海地震に対する耐震性を有している。

合　計（①＋②） 1,659,828 

円/人 42.77            

燃料費

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 - 

62,243.55        

①施設維持コスト
　施設を維持管理
　するために要す
　る経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　施設を運営する
　ために要する経
　費

1,184.04     円/人 円/㎡

　

(ａ) 円 (b) 円

※１

※３

※４

※５

※６

※７ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成26年4月1日現在38,808人）

Ⅳ.㎡あたりの
利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

施設維持コスト
1,180.74 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- 

1.90 

％

円/㎡

Ⅰ.老朽化状況 89.36%

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示
　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

壁式構造

４　データ分析

ＩＳ値等･･･

レーダーチャート

有耐震性能･･･

人/100㎡

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

今後40年間で要する修繕・建設・解体コスト：現在から今後40年使用した場合に必要となる施設の修繕と解体、建設費用の概算額。

Ⅲ.バリアフリー

※２

　主な建物に対するバリアフリーのための整備状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していな
　い場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

Ⅱ.耐震性能
　主な建物に対する耐震安全性を示す指標
　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、ＩＳ値・新耐震基準を表示（※３）

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等
は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成26年4月1日現在の38,808人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

362.62 14,072,375.00 

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

円/人

㎡あたりの利用者数は多い（Ⅳ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。
総　合　評　価

Ⅵ.㎡あたりの

今後40年間で要する修繕・解体・建設コスト(※５)

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(b)（※７）

(b)の年平均：(b)÷40年。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が
確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積１00㎡あたりの年間利用者数を示す指標（人）
　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。利用者数が不
　明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1。（従たる施設の場合室面積）

　延床面積１㎡あたりの施設維持にかかるコストを示す指標
　①施設維持コスト小計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている
　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）

(a)の年平均（※６）

562,895,000 

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.㎡あたりの利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.㎡あたりの施設維持コ

スト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 3割未満（残存年数多）

２. 3割以上7割未満
１. 7割以上（残存年数少）

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況
３. 対応済 ２. 一部対応 １. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位
１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位
１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位
１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅵ：相対評価

同一小分類の施設間で比較
※評価できない場合は0

※評価できない場合は0

静岡県耐震診断判定基準における「東海地震

に対する耐震性能」を基に評価する。

３. 耐震性能が優れている、または良い建物

２. 耐震性能がやや劣る建物（旧耐震基準の

建物でＩＳ値0.６以上のもの）（※４）
１. 耐震性能が劣る建物（旧耐震基準の建物

でＩＳ値0.6未満、耐震対策が必要、また
は耐震診断未実施のもの）
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熱海市公共施設⽩書２０１４　施設別データ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。）

㎡ 千円

㎡

３　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 円/㎡

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 林ヶ久保教職員住宅

1,482,949.95     

①施設維持コスト
　施設を維持管理
　するために要す
　る経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　施設を運営する
　ために要する経
　費

19,717.32    

燃料費

コスト計算
（※２）

特 記 事 項 旧耐震基準ではあるが、東海地震に対する耐震性を有している。

合　計（①＋②） 28,176,049 

円/人 726.04           

小　計

- 

光熱水費

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 9,123 

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

28,176,049          

支
　
　
　
出

指定管理料

その他維持費

- 

利用者一人あたり

その他 -                       

工事請負費合　計

-                       

27,448,416          

116,880              

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

人件費（賃金含）

185,760              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

-                       

- 

火災保険料 24,493                

9,123 

-                       敷地借上料

小　計 28,166,926        

階 数

　Ｈ26決算ベース

ファシリティ
コスト
　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

28,176,049 

県　費

-                       

維持管理委託料　

市費（一般財源）

（中学校地区）

 3号棟

修繕料

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

収
　
　
入

利用料等

年間開館日数

国　費 -                       

金額（円）

391,377              

所管部課 まちづくり課

所   在   地 桃山町4番10号

20 19 
利用状況（※１）

うち借地面積

日

       -

36518 

管理形態

熱海中学校

総 取 得 費

うち借家面積

施  設  名 林 久保市営住宅3号棟

大分類 市営住宅施設 小分類 100149施設番号

調査年度 平成２６年度

1,657.7 

   1,429.0

市営住宅

- 

敷  地  面  積

S56

4 階

24年度 25年度

無

直接運営

26年度

       - 避 難 所 指 定

　

(ａ) 円 (b) 円

※１

※３

※４

※５

※６

※７ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成26年4月1日現在38,808人）

(b)の年平均：(b)÷40年。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が
確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積１00㎡あたりの年間利用者数を示す指標（人）
　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。利用者数が不
　明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1。（従たる施設の場合室面積）

　延床面積１㎡あたりの施設維持にかかるコストを示す指標
　①施設維持コスト小計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている
　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）

(a)の年平均（※６）

548,088,000 

㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、㎡あたりの施設維持コストは高い（Ⅵ）。
総　合　評　価

Ⅵ.㎡あたりの

今後40年間で要する修繕・解体・建設コスト(※５)

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(b)（※７）

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等
は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成26年4月1日現在の38,808人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

353.08 13,702,200.00 

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

円/人

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

今後40年間で要する修繕・建設・解体コスト：現在から今後40年使用した場合に必要となる施設の修繕と解体、建設費用の概算額。

Ⅲ.バリアフリー

※２

　主な建物に対するバリアフリーのための整備状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していな
　い場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

Ⅱ.耐震性能
　主な建物に対する耐震安全性を示す指標
　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、ＩＳ値・新耐震基準を表示（※３）

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示
　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

壁式構造

４　データ分析

ＩＳ値等･･･

レーダーチャート

有耐震性能･･･

人/100㎡

Ⅰ.老朽化状況 70.21%

円/㎡

Ⅳ.㎡あたりの
利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

施設維持コスト
19,710.93 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- 

1.33 

％

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.㎡あたりの利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.㎡あたりの施設維持コ

スト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 3割未満（残存年数多）

２. 3割以上7割未満
１. 7割以上（残存年数少）

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況
３. 対応済 ２. 一部対応 １. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位
１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位
１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位
１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅵ：相対評価

同一小分類の施設間で比較
※評価できない場合は0

※評価できない場合は0

静岡県耐震診断判定基準における「東海地震

に対する耐震性能」を基に評価する。

３. 耐震性能が優れている、または良い建物

２. 耐震性能がやや劣る建物（旧耐震基準の

建物でＩＳ値0.６以上のもの）（※４）
１. 耐震性能が劣る建物（旧耐震基準の建物

でＩＳ値0.6未満、耐震対策が必要、また
は耐震診断未実施のもの）

-58-



























熱海市公共施設⽩書２０１４　施設別データ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。）

㎡ 千円

㎡

３　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 円/㎡

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 - 

60,085.06        

①施設維持コスト
　施設を維持管理
　するために要す
　る経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　施設を運営する
　ために要する経
　費

1,104.28     

燃料費

コスト計算
（※２）

特 記 事 項 旧耐震基準ではあるが、東海地震に対する耐震性を有している。

合　計（①＋②） 400,567 

円/人 10.32            

小　計

- 

光熱水費

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 2,987 

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

400,567              

支
　
　
　
出

指定管理料

その他維持費

- 

利用者一人あたり

その他 -                       

工事請負費合　計

-                       

-                       

-                       

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

人件費（賃金含）

-                       

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

-                       

- 

火災保険料 6,203                  

2,987 

-                       敷地借上料

小　計 397,580            

階 数

　Ｈ26決算ベース

ファシリティ
コスト
　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

400,567 

県　費

-                       

維持管理委託料　

市費（一般財源）

（中学校地区）

 12号棟

修繕料

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

収
　
　
入

利用料等

年間開館日数

国　費 -                       

金額（円）

391,377              

所管部課 まちづくり課

所   在   地 熱海1886番地

8 6 
利用状況（※１）

うち借地面積

日

       -

3656 

管理形態

熱海中学校

総 取 得 費

うち借家面積

施  設  名 和⽥⼭市営住宅12号棟

大分類 市営住宅施設 小分類 100161施設番号

調査年度 平成２６年度

31,472.0 

     362.7

市営住宅

- 

敷  地  面  積

S39

4 階

24年度 25年度

無

直接運営

26年度

       - 避 難 所 指 定

　

(ａ) 円 (b) 円

※１

※３

※４

※５

※６

※７ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成26年4月1日現在38,808人）

(b)の年平均：(b)÷40年。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が
確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積１00㎡あたりの年間利用者数を示す指標（人）
　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。利用者数が不
　明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1。（従たる施設の場合室面積）

　延床面積１㎡あたりの施設維持にかかるコストを示す指標
　①施設維持コスト小計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている
　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは非対応（Ⅲ）

(a)の年平均（※６）

30,240,000 

㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、㎡あたりの施設維持コストは平均的（Ⅵ）。
総　合　評　価

Ⅵ.㎡あたりの

今後40年間で要する修繕・解体・建設コスト(※５)

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(b)（※７）

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等
は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成26年4月1日現在の38,808人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

19.48 756,000.00 

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

円/人

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

今後40年間で要する修繕・建設・解体コスト：現在から今後40年使用した場合に必要となる施設の修繕と解体、建設費用の概算額。

Ⅲ.バリアフリー

※２

　主な建物に対するバリアフリーのための整備状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していな
　い場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

非対応

Ⅱ.耐震性能
　主な建物に対する耐震安全性を示す指標
　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、ＩＳ値・新耐震基準を表示（※３）

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示
　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

壁式構造

４　データ分析

ＩＳ値等･･･

レーダーチャート

有耐震性能･･･

人/100㎡

Ⅰ.老朽化状況 106.38%

円/㎡

Ⅳ.㎡あたりの
利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

施設維持コスト
1,096.05 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- 

1.84 

％

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.㎡あたりの利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.㎡あたりの施設維持コ

スト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 3割未満（残存年数多）

２. 3割以上7割未満
１. 7割以上（残存年数少）

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況
３. 対応済 ２. 一部対応 １. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位
１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位
１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位
１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅵ：相対評価

同一小分類の施設間で比較
※評価できない場合は0

※評価できない場合は0

静岡県耐震診断判定基準における「東海地震

に対する耐震性能」を基に評価する。

３. 耐震性能が優れている、または良い建物

２. 耐震性能がやや劣る建物（旧耐震基準の

建物でＩＳ値0.６以上のもの）（※４）
１. 耐震性能が劣る建物（旧耐震基準の建物

でＩＳ値0.6未満、耐震対策が必要、また
は耐震診断未実施のもの）
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熱海市公共施設⽩書２０１４　施設別データ

１　土地データ

㎡

（ ） ㎡

２　建物データ（複数棟の場合、建築年月・建築構造・階数は主な建物データによる。）

㎡ 千円

㎡

３　管理運営データ

人 人 人

施設外観

円/人 円/㎡

構 成 施 設

延 床 面 積

建 築 年 月複合・併設施設 - 

45,403.14        

①施設維持コスト
　施設を維持管理
　するために要す
　る経費
　　　　＋
②施設運営コスト
　施設を運営する
　ために要する経
　費

624.12       

燃料費

コスト計算
（※２）

特 記 事 項 旧耐震基準ではあるが、東海地震に対する耐震性を有している。

合　計（①＋②） 1,074,541 

円/人 27.69            

小　計

- 

光熱水費

 その他委託料 - 

その他運営費（事業費） 12,870 

市民一人あたり 延床面積１㎡あたり

1,074,541            

支
　
　
　
出

指定管理料

その他維持費

- 

利用者一人あたり

その他 -                       

工事請負費合　計

-                       

-                       

425,200              

①
施
設
維
持
コ
ス
ト

人件費（賃金含）

218,700              

②
施
設
運
営
コ
ス
ト

-                       

- 

火災保険料 26,394                

12,870 

-                       敷地借上料

小　計 1,061,671         

階 数

　Ｈ26決算ベース

ファシリティ
コスト
　（施設コスト）

内　訳 金額（円） 内　訳

1,074,541 

県　費

-                       

維持管理委託料　

市費（一般財源）

（中学校地区）

 1号棟

修繕料

建 物 構 造 鉄筋コンクリート造

収
　
　
入

利用料等

年間開館日数

国　費 -                       

金額（円）

391,377              

所管部課 まちづくり課

所   在   地 下多賀1644番地の2

24 23 
利用状況（※１）

うち借地面積

日

       -

36524 

管理形態

多賀中学校

総 取 得 費

うち借家面積

施  設  名 和⽥⽊市営住宅1号棟

大分類 市営住宅施設 小分類 100170施設番号

調査年度 平成２６年度

4,094

   1,721.7

市営住宅

- 

敷  地  面  積

S50

5 階

24年度 25年度

無

直接運営

26年度

       - 避 難 所 指 定

　

(ａ) 円 (b) 円

※１

※３

※４

※５

※６

※７ 市民一人あたりの(c)：(b)の年平均÷人口（平成26年4月1日現在38,808人）

(b)の年平均：(b)÷40年。

ＩＳ値：耐震診断を行った場合の建物の耐震指標のこと。

新耐震基準：昭和56年6月の建築基準法改正以降に建設された建物の耐震基準（マグニチュード８以上の大地震に対する耐震性が
確保されている）のこと。改正以前の基準の建物は「旧耐震建築物」と呼ばれる。

　延床面積１00㎡あたりの年間利用者数を示す指標（人）
　年間利用者数（3年平均）÷延床面積　数値が高いほど利用者数が多い.。利用者数が不
　明の場合は評価できないため0、利用者数が0の施設は1。（従たる施設の場合室面積）

　延床面積１㎡あたりの施設維持にかかるコストを示す指標
　①施設維持コスト小計÷延床面積
　数値が高いほど、施設規模に比べて施設維持にコストがかかっている
　施設を保有していない場合は0。保有していても施設維持コストが発生しない場合は３

経過年数から老朽化が進んでいる（Ⅰ）。耐震性能を有する（Ⅱ）。バリアフリーは一部対応（Ⅲ）

(a)の年平均（※６）

691,344,000 

㎡あたりの利用者数は平均的（Ⅳ）、㎡あたりの施設維持コストは安い（Ⅵ）。
総　合　評　価

Ⅵ.㎡あたりの

今後40年間で要する修繕・解体・建設コスト(※５)

（同一小分類の施設間で比較）

市民一人あたりの(b)（※７）

利用状況：人数は施設の年間延利用人数。学校・幼稚園・保育園・児童クラブは、各年4月1日現在の在籍児童生徒数。市営住宅等
は入居戸数（世帯数）で記載。庁舎等で利用者数等の把握が難しい施設は推定値

コスト計算：市民一人あたりは、ファシリティコスト÷人口（平成26年4月1日現在の38,808人）

コスト計算：延床面積一㎡あたりは、ファシリティコスト÷延床面積

445.36 17,283,600.00 

コスト計算：利用者一人あたりは、ファシリティコスト÷利用者数（３か年平均）

円/人

レ ー ダ チ ャ ー ト で 示 す ６ つ の 指 標

今後40年間で要する修繕・建設・解体コスト：現在から今後40年使用した場合に必要となる施設の修繕と解体、建設費用の概算額。

Ⅲ.バリアフリー

※２

　主な建物に対するバリアフリーのための整備状況を示す指標
　6項目について確認。全ての項目に対応している場合「対応」、一部でも対応していな
　い場合「一部対応」、全くしていない場合「非対応」と評価。

一部対応

Ⅱ.耐震性能
　主な建物に対する耐震安全性を示す指標
　耐震性能の有無・耐震診断の未診断と、ＩＳ値・新耐震基準を表示（※３）

　建物の老朽化を示す指標（％）
　建設からの経過年数を法定耐用年数と比較して％表示
　1-（法定耐用年数までの残存年数÷法定耐用年数）複数棟の場合は主な建物で算定
　数値が高いほど老朽化が進んでいる。

　ファシリティコストに対する利用料等（利用者負担の割合）を示す指標
　利用料等÷ファシリティコスト（施設維持コスト＋施設運営コスト）
　数値が高いほど、利用者負担の割合が高く、収支のバランスが取れている。
　利用料等が発生しない施設は１、ファシリティコストが発生しない施設は３

壁式構造

４　データ分析

ＩＳ値等･･･

レーダーチャート

有耐震性能･･･

人/100㎡

Ⅰ.老朽化状況 82.98%

円/㎡

Ⅳ.㎡あたりの
利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

施設維持コスト
616.64 

（同一小分類の施設間で比較）

（同一小分類の施設間で比較）

- 

1.37 

％

0

1

2

3
Ⅰ.老朽化状況

Ⅱ.耐震性能

Ⅲ.バリアフリー

Ⅳ.㎡あたりの利用者数

Ⅴ.利用者負担の割合

Ⅵ.㎡あたりの施設維持コ

スト

建設からの経過年数を

法定耐用年数と比較

３. 3割未満（残存年数多）

２. 3割以上7割未満
１. 7割以上（残存年数少）

車イス用エレベータ、身障者用トイレ、道路

から入口までの車イス用スロープ、自動ドア、

階段手すり、点字ブロックの6項目の整備状況
３. 対応済 ２. 一部対応 １. 非対応

３．上位3割以内（施設維持単価安）

２．中位
１．下位3割以内（施設維持単価高）

３．上位3割以内（利用者負担の割合が高）

２．中位
１．下位3割以内（利用者負担の割合が低）

３．上位3割以内（利用者数多）

２．中位
１．下位3割以内（利用者数少）

くもの巣グラフと言わ

れ、グラフ面積が大きい

ほど評価が高くなる。

Ⅰ～Ⅲ：絶対評価

Ⅳ～Ⅵ：相対評価

同一小分類の施設間で比較
※評価できない場合は0

※評価できない場合は0

静岡県耐震診断判定基準における「東海地震

に対する耐震性能」を基に評価する。

３. 耐震性能が優れている、または良い建物

２. 耐震性能がやや劣る建物（旧耐震基準の

建物でＩＳ値0.６以上のもの）（※４）
１. 耐震性能が劣る建物（旧耐震基準の建物

でＩＳ値0.6未満、耐震対策が必要、また
は耐震診断未実施のもの）
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